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平成 23 年 8 月 31 日 

各  位 

会 社 名 リズム時計工業株式会社 

代 表 者 名 取締役社長 笠間 達雄 

（コード番号 7769 東証第一部） 

問 合 せ 先 管理本部長 奥田伸一郎 

 電話  048-643-7241 

 
協伸工業株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年 6 月 16 日付け「協伸工業株式会社の株式の取得（子会社化）に関する基本合意書

締結のお知らせ」および平成 23 年 7 月 29 日付け「協伸工業株式会社の株式の取得（子会社化）に関す

る株式譲渡契約締結のお知らせ」にて公表いたしましたが、本日、下記の通り協伸工業株式会社（本社：

東京都港区 代表取締役社長：平田博美、以下「協伸工業」）の株式を取得いたしましたので、お知らせ

いたします。 

記 

１．株式の取得の理由 

当社及び当社グループは、時計事業を中核に電子事業、プレシジョン事業を有し、精密製品及び部

品等を国内外で生産、販売を行っております。 

この度株式を取得する協伸工業は、薄型テレビ、ＡＶ機器等家電製品向けの端子や自動車用電機部

品、最近では太陽光発電部品の端子なども手がけ、高い技術力を有するとともに、ベトナムに生産拠点、

シンガポールに販売拠点を有する等、グローバル展開を進めております。 

当社グループといたしましても、精密部品分野の事業拡大及び協伸工業の有する技術力、販路をグ

ループ全体で共有することにより、新製品開発や新販路開拓において相乗効果が中期的に見込まれ、

グループ全体の事業拡大および利益の拡大を目指すものであります。 

 

２．異動する子会社（協伸工業株式会社）の概要 

（１） 名 称 協伸工業株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門３－７－２０ 星野ビル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 平田 博美 

（４） 事 業 内 容 電子部品製造業（タブ端子、テーピング端子等のコネクタ類の製造） 

（５） 資 本 金 2 億 5,760 万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 40 年 6 月 10 日 

（７） 大株主及び持株比率 

佐藤和子              23.0％（議決権割合：26.1％） 

酒井智子              22.7％（議決権割合：25.8％） 

協伸工業㈱(自己株式)  12.1％（議決権割合：0.0％）※ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 
資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本

関係はありません。 
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人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的

関係はありません。 

  

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引

関係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

 連 結 純 資 産 3,896 百万円 4,363 百万円 4,658 百万円

 連 結 総 資 産 6,436 百万円 7,457 百万円 7,003 百万円

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,273 円 1,426 円 1,522 円

 連 結 売 上 高 5,688 百万円 5,602 百万円 6,034 百万円

 連 結 営 業 利 益 662 百万円 917 百万円 1,004 百万円

 連 結 経 常 利 益 396 百万円 1,058 百万円 960 百万円

 連 結 当 期 純 利 益 ▲269 百万円 549 百万円 496 百万円

 １株当たり連結当期純利益 －円 179 円 162 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 20 円 25 円 25 円

※協伸工業保有の自己株式は、平成 23 年 6 月 16 日に公表の「協伸工業株式会社の株式の取得（子会

社化）に関する基本合意書締結のお知らせ」、及び平成 23 年 7 月 29 日公表の「協伸工業株式会社の

株式の取得（子会社化）に関する株式譲渡契約締結のお知らせ」におきましては、ケイ・エス株式会社

保有となっておりましたが、協伸工業は平成 23 年 7 月 30 日付けをもってケイ・エス株式会社を吸収合

併いたしましたので、本日現在協伸工業の保有（自己株式）となっております。 

 

３．株式取得の主な相手先の概要 

（１） 氏 名 佐藤 和子 

（２） 住 所 東京都豊島区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有

している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記載すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

（１） 氏 名 酒井 智子 

（２） 住 所 東京都豊島区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有

している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記載すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、
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特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

（１） 氏 名 佐藤 喬太郎 

（２） 住 所 東京都板橋区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有

している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記載すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

（１） 氏 名 及川 栄 

（２） 住 所 栃木県宇都宮市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有

している会社等並びにその子会社を含む。）との間には、記載すべき資

本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関

係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

（１） 氏 名 その他株主 27 名（個人 26 名及び 1 団体） 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数所有

している会社等並びにその子会社を含む。）及び当該団体との間には、

記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の

関係者及び関係会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会

社及び当該団体の間には、特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません。 

※譲渡対象の全ての株式は、譲渡までに佐藤喬太郎氏が取りまとめ、当社は直接的には佐藤喬太郎氏

から譲渡対象株式の全てを取得しました。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（所有割合 ：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

1,751,000 株 

（議決権の数：1,751 個） 

（発行済株式数に対する割合：57.2％） 

（取得価額総額：3,358 百万円（一株当り 1,918 円）） 

（３） 異動後の所有株式数 

1,751,000 株 

（議決権の数：1,751 個） 

（議決権割合 ：65.1％） 
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５．日 程 

株式引渡期日  平成 23 年 8 月 31 日 

 

６．子会社（協伸工業株式会社）の役員人事（平成 23 年 8 月 31 日付） 

新 役 職 名 氏   名 当社における兼任役職名 

代表取締役会長（非常勤） 大川 康寬 代表取締役会長 

代表取締役兼執行役員社長 平田 博美 － 

取締役兼専務執行役員営業部長 酒井 信昭 － 

取締役（非常勤） 近内 郁夫 
取締役電子事業部長兼機器開発部長、先

行開発部担当 

取締役（非常勤） 奥田 伸一郎 
取締役管理本部長兼企画部長、コンプライ

アンス推進室、内部監査室担当 

常勤監査役 篠原 英也 顧問 

 

７．今後の見通し 

本日開示の「子会社である協伸工業株式会社における、自己株式取得事項の決定に関するお知ら

せ」にてお知らせいたします通り、協伸工業は全株主を対象に自己株式取得を行います（取得予定

日：平成 23 年 9 月 30 日）。この自己株式取得には当社は応募いたしませんが、その他の株主の応募

状況により自己株式取得後の当社の議決権比率は一定程度高まるものと思われます。また、当該自己

株式取得後、当社は株式交換により協伸工業を完全子会社化する予定です。これらについては詳細

が決定次第公表いたします。また、当社の連結業績に与える影響については、平成 23 年 7 月 29 日開

示の「業績予想の修正に関するお知らせ」に織り込み済みであります。 

以 上 

 

 

 


